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税
が
行
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

今
回
、
定
率
減
税
導
入
時
と

比
較
し
た
経
済
状
況
の
変
化
を

踏
ま
え
、
平
成　

年
度
か
ら
控

１８

除
額
が
所
得
割
額
の　

％
相
当

７.５

額
（
最
高
限
度
額
２
万
円
）
と

な
り
ま
す
（
表
３
参
照
）。

 　

老
年
者
控
除
の
廃
止
に
伴

い
、　

歳
以
上
の
方
で
も
、
寡

６５

婦
（
夫
）
控
除
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
寡
婦
（
夫
）
控

除
を
受
け
る
に
は
申
告
が
必
要

で
す
。夫
や
妻
と
死
別
し
た
方
・

離
別
し
た
方
に
適
用
に
な
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。詳
し
く
は
、申

告
の
際
に
お
尋
ね
く
だ
さ
い
。

 　

平
成　

年
度
か
ら
は
、
妻
に

１８

対
す
る
均
等
割
軽
減
措
置
が
廃

止
さ
れ
、
一
定
以
上
の
所
得
が

あ
れ
ば
均
等
割
が
４
千
円
と
な

り
ま
す
。

 　

国
民
年
金
保
険
料
に
係
る
社

寡
婦
（
夫
）
控
除
の

適
用
範
囲
が
変
更
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妻
に
対
す
る
均
等
割

軽
減
措
置
が
廃
止
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国
民
年
金
保
険
料
に

係
る
社
会
保
険
料

控
除
の
書
類
の
添
付

な
ど
が
義
務
付
け
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会
保
険
料
控
除
の
適
用
に
つ
い

て
、
保
険
料
の
支
払
い
を
し
た

旨
を
証
す
る
書
類
を
、
所
得
税

確
定
申
告
書（
ま
た
は
市
民
税
・

都
民
税
申
告
書
）
に
添
付
、
ま

た
は
年
末
調
整
の
際
に
提
出
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

 　

平
成　

年
１
月
１
日
以
降
、

１８

給
与
の
支
払
い
を
す
る
方
で
、

所
得
税
法
の
規
定
に
よ
り
源
泉

徴
収
義
務
の
あ
る
も
の
に
つ
い

て
、
給
与
所
得
者
（
パ
ー
ト
、

ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む
）
が
年
の

途
中
で
退
職
な
ど
を
し
た
場
合

で
も
、
給
与
支
払
報
告
書
を
退

職
時
の
住
所
地
（
市
区
町
村
）

に
提
出
す
る
こ
と
が
、
義
務
付

け
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。

　

た
だ
し
、
退
職
な
ど
を
し
た

方
の
給
与
の
総
額
が　

万
円
以

３０

下
の
場
合
は
、
給
与
支
払
報
告

書
の
提
出
を
し
な
い
こ
と
も
で

き
ま
す
。

　

こ
の
規
定
は
、
平
成　

年
分

１８

の
給
与
支
払
い
か
ら
適
用
さ
れ

ま
す
。

問
合
せ　

税
務
課
市
民
税
普
通

徴
収
係
�　

（
３
４
６
）
９
５

０４２

２
２ 給

与
支
払
報
告
書
の

提
出
範
囲
が
拡
大

 　
　

歳
以
上
で
、
前
年
の
合
計

６５
所
得
金
額
が
百　

万
円
以
下
の

２５

方
に
適
用
さ
れ
て
い
た
非
課
税

措
置
が
廃
止
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
平
成　

年
１
月
１

１７

日
現
在
で　

歳
に
達
し
て
い
た

６５

方
（
昭
和　

年
１
月
２
日
以
前

１５

に
生
ま
れ
た
方
）
は
、
平
成　
１８

年
度
・　

年
度
は
経
過
措
置

１９

（
所
得
割
・
均
等
割
税
額
の
控

除
）
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
表
１
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

　

歳

以

上

に

６５適
用
さ
れ
て
い
た

非
課
税
措
置
が
廃
止
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歳
以
上
の
方
の
公
的
年
金

６５
等
の
収
入
金
額
か
ら
控
除
さ
れ

る
額
が
変
更
に
な
り
ま
す
。
詳

し
く
は
表
２
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。　

歳
未
満
の
方
に
つ
い
て

６５

は
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

 　

定
率
減
税
は
こ
れ
ま
で
景
気

対
策
と
し
て
導
入
さ
れ
、
住
民

税
に
つ
い
て
は
、
そ
の
年
度
分

の
所
得
割
額
の　

％
相
当
額

１５

（
最
高
限
度
額
４
万
円
）
の
減

公
的
年
金
等
控
除
額
が

変

更
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定
率
減
税
が
縮
小
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歳
以
上
の
方
で
、
合
計
所

６５
得
金
額
（
給
与
所
得
、
事
業
所

得
、譲
渡
所
得
、退
職
所
得
な
ど

を
合
計
し
た
金
額
）
が
１
千
万

円
以
下
の
方
が
受
け
ら
れ
た
老

年
者
控
除（　

万
円
、所
得
税
で

４８

は　

万
円
）が
廃
止
さ
れ
ま
す
。

５０ 老
年
者
控
除
が
廃
止
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地
方
税
法
な
ど
の
改
正
に
伴

い
、平
成　

年
度
か
ら
市
民
税
・

１８

都
民
税
（
以
下
、
住
民
税
）
が

変
わ
り
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
そ

の
中
の
主
な
改
正
点
に
つ
い
て

説
明
し
ま
す
。
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で
に
、
問
合
せ
先
へ（
先
着
順
）

問
合
せ　

独
立
行
政
法
人
雇 

用
・
能
力
開
発
機
構
東
京
セ
ン

タ
ー
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
コ
ー

ナ
ー
�　

（
５
８
０
５
）
６
３

０３

２
１
、
産
業
振
興
課
�　

（
３

０４２

４
６
）
９
５
３
４

 　

新
し
い
連
結
決
算
制
度
の
も

と
、
具
体
的
な
事
例
に
よ
り
経

経
営
資
料
の
読
み
方
・

ど
う
役
立
て
る

働
く
人
の
た
め
の

企
業
分
析
Ａ
Ｂ
Ｃ

営
資
料
の
読
み
方
を
や
さ
し
く

解
説
し
ま
す
。

日　

程　

▽　

月
９
日
（
金
）

１２

…
経
営
分
析
の
基
礎
知
識
と
財

務
資
料
の
読
み
方

▽　

月　

日
（
火
）
…
比
率
分

１２

１３

析
と
総
合
・
企
業
評
価
、
組
合

活
動
へ
の
生
か
し
方

※
時
間
は
、
い
ず
れ
も
午
後
６

時　

分
〜
９
時　

分
で
す
。

３０

１５

と
こ
ろ　

国
分
寺
労
政
会
館

（
国
分
寺
市
南
町
３
�　

�　

）

２２

１０

費　

用　

無
料

対　

象　

労
働
者
、
労
働
組
合

役
員
、
関
心
の
あ
る
方

定　

員　

百
人

申
込
み　

東
京
都
労
働
相
談
情

報
セ
ン
タ
ー
国
分
寺
事
務
所
へ

（
先
着
順
）
�　

（
３
２
３
）

０４２

８
５
１
１
、
�　

（
３
２
３
）

０４２

８
５
１
２

 
�
Ｅ
Ｕ
Ｉ
Ｊ
津
田
公
開
講
座　

地
域
か
ら
み
た
Ｅ
Ｕ

▽
第
１
回

と　

き　

１
月
７
日
（
土
）

内　

容　

モ
ノ
言
う
地
域
、
モ

ノ
言
わ
ぬ
地
域
ほ
か

▽
第
２
回

と　

き　

１
月　

日
（
土
）

１４

公

開

講

座

内　

容　

衝
突
す
る
歴
史
・
国

家
の
和
解　

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
統
合

と
東
欧
ほ
か

▽
第
３
回

と　

き　

１
月　

日
（
土
）

２１

内　

容　

経
済
の
た
め
の
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
か
ら
人
間
の
た
め
の
ヨ

ー
ロ
ッ
パ
へ　

Ａ
Ｔ
Ｔ
Ａ
Ｃ
の

Ｅ
Ｕ
批
判
と
代
替
案
ほ
か

�
�
共　

通
�
�

※
時
間
は
、
午
後
１
時
〜
３
時

　

分
。

１０と
こ
ろ　

津
田
ホ
ー
ル
（
渋
谷

区
千
駄
ヶ
谷
１
�　

�　

）

１８

２４

費　

用　

無
料

内　

容　

▽　

月　

日
…
自
分

１２

１６

発
見
セ
ミ
ナ
ー　

自
己
理
解
を

深
め
る
た
め
に　

ほ
か

※
１
月
以
降
の
内
容
は
、
未
定

で
す
。

申
込
み　
　

月　

日
（
木
）
ま

１２

１５

 　

市
と
独
立
行
政
法
人
雇
用
・

能
力
開
発
機
構
東
京
セ
ン
タ
ー

で
は
、
就
職
活
動
を
し
て
い
る

方
を
対
象
に
、
セ
ミ
ナ
ー
と
Ｖ

Ｐ
Ｉ
職
業
興
味
検
査
、
相
談
を

行
い
ま
す
。

日　

程　

下
表
の
と
お
り

費　

用　

無
料

対　

象　

お
お
む
ね　

歳
以
下

３５

の
方

定　

員　

各
回　

人
３０

若

年

者

就
職
応
援
セ
ミ
ナ
ー

就
職
活
動
を
し
て
い
る
方

▽
Ａ
タ
イ
プ

規　

格　

縦　

・
４
�
�
、
横

３０

　

・
９
�
�

１０価　

格　

１
枚　

円
２０

▽
Ｂ
タ
イ
プ

規　

格　

縦　

�
�
、
横　

�

５０

２０

�価　

格　

１
枚　

円
３５

販
売
場
所　

市
役
所
６
階
売
店

問
合
せ　

�
東
京
の
あ
す
を
創

る
協
会
�　

（
３
２
７
２
）
０

０３

２
１
３

定　

員　

各
百
人

申
込
み　

事
前
に
、
津
田
梅
子

記
念
交
流
館
事
務
室
へ
�　
０４２

（
３
４
２
）
５
１
４
６
、
�　
０４２

（
３
４
２
）
５
１
０
９

 　

�
東
京
の
あ
す
を
創
る
協
会

で
は
、
恒
例
の
新
春
門
松
ス
テ

ッ
カ
ー
を
頒
布
し
て
い
ま
す
。

新

春

門

松

ス
テ
ッ
カ
ー
を
販
売

 
と　

き　
　

月　

日
（
日
）　

１２

１１

午
前
９
時
〜
正
午

と
こ
ろ　

小
平
消
防
署
会
議
室

費　

用　

教
材
費
１
千
４
百
円

対　

象　

市
内
在
住
・
在
勤
・

在
学
の
方

定　

員　
　

人
３０

内　

容　

心
肺
蘇
生
法
、
自
動

体
外
式
除
細
動
器
の
取
り
扱
い

※
動
き
や
す
い
服
装
（
ス
カ
ー

ト
不
可
）
と
運
動
靴
な
ど
で
参

加
し
て
く
だ
さ
い
。

※
受
講
修
了
者
に
は
救
命
技
能

認
定
証
を
後
日
交
付
し
ま
す
。

申
込
み　

小
平
消
防
署
救
急
係

へ（
先
着
順
）�　

（
３
４
１
）０

０４２

１
１
９
内
線
３
８
０
、
３
８
１

 　

事
業
主
が
故
意
ま
た
は
過
失

に
よ
り
労
災
保
険
の
手
続
き
を

し
て
い
な
か
っ
た
期
間
中
に
、

労
災
事
故
が
発
生
し
た
場
合
、

被
災
者
ま
た
は
家
族
に
保
険
給

付
を
し
た
額
の　

％
、
ま
た
は

４０

１
０
０
％
を
事
業
主
か
ら
徴
収

す
る
制
度
が
、　

月
１
日
か
ら

１１

強
化
さ
れ
ま
し
た
。
保
険
加
入

の
手
続
き
の
方
法
な
ど
詳
し
く

は
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

問
合
せ　

東
京
労
働
局
労
災
補

償
課
�　

（
３
８
１
４
）
５
３

０３

３
６
、
立
川
労
働
基
準
監
督
署

�
０
４
２（
５
２
３
）４
４
７
１

普
通
救
命
講
習

労

災

保

険

の

費
用
徴
収
制
度
を
強
化

ま
し
ょ
う

　

住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
の
ほ

と
ん
ど
は
火
災
発
見
の
遅
れ
に

よ
る
も
の
で
す
。
火
災
発
生
を

早
く
知
る
た
め
住
宅
用
火
災
警

報
器
は
た
い
へ
ん
有
効
で
す
。

問
合
せ　

小
平
消
防
署
予
防
課

�　

（
３
４
１
）
０
１
１
９

０４２

 　

ス
ー
パ
ー
や
レ
ス
ト
ラ
ン
な

ど
の
事
業
所
で
は
、
災
害
発
生

時
に
従
業
員
が
自
衛
消
防
隊
員

と
し
て
消
火
活
動
や
避
難
誘
導

を
行
い
ま
す
。
こ
の
自
衛
消
防

活
動
が
的
確
に
行
わ
れ
な
い

と
、
災
害
が
拡
大
し
、
生
命
や

財
産
を
失
う
よ
う
な
被
害
に
つ

な
が
り
ま
す
。

　

日
ご
ろ
か
ら
自
衛
消
防
訓
練

方
法
な
ど
に
つ
い
て
話
し
合

い
、
実
践
的
な
訓
練
を
重
ね
ま

し
ょ
う
。

問
合
せ　

小
平
消
防
署
予
防
課

�　

（
３
４
１
）
０
１
１
９

０４２ 自
衛
消
防
訓
練
を

行
い
ま
し
ょ
う

  　

市
内
で
は
、
今
年
に
入
り
住

宅
火
災
に
よ
る
死
者
が
４
人
と

な
り
、
平
成
に
な
っ
て
最
悪
の

事
態
に
な
っ
て
い
ま
す
。
火
災

か
ら
命
を
守
る
た
め
、
特
に
次

の
こ
と
に
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

▽
寝
た
ば
こ
は
絶
対
に
し
な

い
、
さ
せ
な
い

▽
方
向
の
異
な
る
２
つ
以
上
の

逃
げ
道
を
決
め
て
お
く
（
エ
レ

ベ
ー
タ
ー
は
使
わ
な
い
）

▽
寝
具
な
ど
は
、
で
き
る
だ
け

防
炎
品
を
使
用
す
る

▽
高
齢
者
や
病
気
の
人
、
幼
児

だ
け
を
残
し
て
外
出
し
な
い

▽
就
寝
前
に
は
、
必
ず
火
の
元

を
確
か
め
る

▽
火
災
を
出
し
た
り
、
見
つ
け

た
時
は
、
大
き
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知
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表１　６５歳以上（昭和１５年１月２日以前生まれ）で
　　　　　　　　　　　　　合計所得金額が１２５万円以下の方の経過措置

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度区　分

課税
（減額なし）

課税
（１／３を控除）

課税
（２／３を控除）非課税所得割住

民
税 ※市民税　３，０００円

　都民税　１，０００円
※市民税　２，０００円
　都民税　　６００円

※市民税　１，０００円
　都民税　　３００円非課税均等割

※均等割の税額について、平成１８年度は税額（市民税３，０００円、都民税１，０００円）の２／３を控除した
金額、平成１９年度は１／３を控除した金額になっています。

表２　公的年金等控除額の変更（６５歳以上の方）

年金所得金額年金収入金額

「年金収入」－１４０万円２６０万円以下

平成１７年度
まで

「年金収入」×０．７５－ ７５万円～４６０万円以下

「年金収入」×０．８５－１２１万円～８２０万円以下

「年金収入」×０．９５－２０３万円８２０万円超

「年金収入」－１２０万円３３０万円以下

平成１８年度
から

「年金収入」×０．７５－ ３７万５千円～４１０万円以下

「年金収入」×０．８５－ ７８万５千円～７７０万円以下

「年金収入」×０．９５－１５５万５千円７７０万円超

表３　定率減税の改正額

平成１８年度平成１７年度

所得割額の７．５％所得割額の１５％
住　民　税

上限２万円上限４万円

平成１８年度課税から改正される
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�人件費の状況（一般会計決算）
（参考）１５年度
の人件費率

人件費率
（Ｂ/Ａ）

人件費
（Ｂ）実質収支歳出額

（Ａ）
住民基本
台帳人口区　分

２０．８％１９．５％１０，４１８，１５２千円１，２６７，９７３千円５３，４５５，６６６千円１７．３．３１現在
１７５，５８５人１６年度

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

�職員給与費の状況（一般会計予算）
１人当たり
給与費（Ｂ/Ａ）

給　　与　　費職員数
（Ａ）区　分

計（Ｂ）期末・勤勉手当職員手当等給　料
７，６７１千円６，７１９，３９６千円１，７０１，３６１千円１，１５７，８０６千円３，８６０，２２９千円８７６人１７年度

※職員手当等には、退職手当を含みません。
※給与費は、当初予算に計上された額です。

�職員の平均給料月額および平均年齢の状況（平成１７年４月１日現在）
技能労務職一般行政職

区　分
平均年齢（歳・月）平均給料月額平均年齢（歳・月）平均給料月額
４４歳４月３１６，６３１円４３歳９月３７５，６０６円小平市
４６歳１０月３３４，４４３円４３歳４月３６１，４７２円東京都

�職員の初任給の状況（平成１７年４月１日現在）
国東　　京　　都小　　平　　市

区　分 採用２年経過日
給　料　額初任給採用２年経過日

給　料　額初任給採用２年経過日
給　料　額

決　定
初任給

１８４，４００円１７０，７００円２０３，６００円１７９，８００円２０３，６００円１７９，８００円大学卒一　般
行政職 １４８，５００円１３８，８００円１５３，３００円１４４，０００円１５９，２００円１４８，６００円高校卒

�職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１７年４月１日現在）
経験年数２０年経験年数１５年経験年数１０年区　　　分
４０１，４００円３３９，６９４円２８７，６２９円大学卒

一般行政職
高校卒

２８４，５５７円２４４，４８３円全学歴技能労務職

�一般行政職の級別職員数の状況（平成１７年４月１日現在）

計
１級２級３級４級５級６級７級８級９級区　分

主事主事主事主任係長課長補佐課長課長部長標準的な
職務内容

６０８人０人１６人１４８人７７人２０１人９４人２１人３５人１６人職員数
１００．０％０．０％２．６％２４．３％１２．７％３３．１％１５．５％３．４％５．８％２．６％構成比

※給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です（税務職、薬剤師・医療技術職、看護・保健職、福祉職、技能労務職、
教育公務員を除く）。
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

�昇給期間短縮の状況（一般行政職）
平成１６年度平成１５年度区　　　分
６０８人６２０人職員数（Ａ）

１００人 ８７人普通昇給期間（１２月）を短縮して
昇給した職員数（Ｂ）

１６．４％１４．０％比率（Ｂ/Ａ）
※職員は通常１２か月良好な成績で勤務したとき昇給しますが、勤務成績が特に良好な場合、昇給期間が短縮されます。

（平成１７年４月１日現在）
国の制度の内容国の制度との異同内　　容区分

配偶者１３，５００円
その他の扶養親族２人まで月額６，０００円、
その他月額５，０００円。満１６歳から２２歳まで
の子について５，０００円加算措置

異

配偶者１５，８００円
その他の扶養親族１人につき月額６，６００円
満１６歳から２２歳までの子について４，０００円
加算措置

扶養
手当

自己所有住宅　月額２，５００円
賃貸住宅　月額２７，０００円まで異月額８，２５０円住居

手当
６か月分を一括支給
交通機関利用者…１か月当たりの支給限
度額５５，０００円まで
自転車等利用者…通勤距離に応じて支給

異

６か月分を一括支給
交通機関利用者…１か月当たりの支給限
度額５５，０００円まで
自転車等利用者…通勤距離に応じて支給

通勤
手当

　小平市職員の給与制度については、市議会にお
ける給与条例、予算などの審議がなされた後に決
定されています。
　その内容について、市民の皆さんにご理解をい
ただくため、平成１７年４月１日現在の小平市の職
員給与などの状況を、次のとおりお知らせします。
　　　　　　　問合せ　職員課�０４２（３４６）９５１４

小平市小平市
職員の給与職員の給与

お知らせします

�特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在）
支給割合計支給割合区　分給料等月額区　分

４.４０月分

１７年度６月期
２.０５月分

市　　長

助　　役

収 入 役期
末
手
当

１,０５０,０００円市　　長
給　

料
１７年度１２月期
２.３５月分９００,０００円助　　役

４.４０月分

１７年度６月期
２.０５月分

議　　長

副 議 長

議　　員

８１０,０００円収 入 役
６５０,０００円議　　長報　

酬
１７年度１２月期
２.３５月分

５８０,０００円副 議 長
５５０,０００円議　　員

全　職　種区　　　分

特殊勤務手当
（平成１６年度）

３５．４％職員全体に占める手当支給職員の割合
１９，３８４円支給対象職員１人当たり平均支給年額
９手当の種類

不規則勤務手当、滞納整理手当、
福祉事務手当支給額の多い手当代表的な

手 当 の
名　　称 不規則勤務手当多くの職員に支給されている手当

�部門別職員数の状況と主な増減理由（平成１７年４月１日現在）

主な増減理由対前年
増減数

職　員　数
区　　　分

平成１７年度平成１６年度
０１０１０議　　会

一般行政部門

事務の統廃合、欠員不補充など△６１７１１７７総務企画
事務の統廃合△２６７６９税　　務
事務の統廃合、欠員不補充など△１３００３０１民　　生

０４７４７衛　　生
０４４農林水産
０５５商　　工

業務委託による減など△２８６８８土　　木
△１１６９０７０１小　　計

業務の他部門への移管、欠員不補
充など△５１９７２０２教　　育

特別行政部門
△５１９７２０２小　　計

事務の統廃合△１１６１７下 水 道
公営企業等
会計部門 欠員不補充△１６７６８そ の 他

△２８３８５小　　計
△１８９７０９８８合　　　計

※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤職
員を除いています。

�職員手当の状況
国東　京　都小　平　市区　　　分
勤　勉期　末勤　勉期　末勤　勉期　末

期末・
勤勉手当

（平成１６年度）

０．７０月分１．４０月分０．４５月分１．６０月分０．６０月分１．４５月分６月期分
０．７０月分１．６０月分０．４５月分１．６５月分０．５５月分１．５５月分１２月期分
－－－０．２５月分－０．２５月分３月期分

１．４０月分３．００月分０．９０月分３．５０月分１．１５月分３．２５月分計

有有有職務上の段階に
よる加算措置

勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合

退職手当
（平成１６年度）

５９．２８月分５９．２８月分５９．２０月分５０．００月分５９．２０月分５９．２０月分最高限度額
２７．３０月分２１．００月分３５．００月分２４．２５月分３５．００月分２７．５０月分勤続２０年
４２．１２月分３３．７５月分４５．５０月分３２．５０月分４５．５０月分３６．５０月分勤続２５年
５９．２８月分４７．５０月分５９．２０月分４９．７５月分５９．２０月分５３．００月分勤続３５年

１号（整理退職等）１号（公務上の死亡、
　　　整理退職等）１号（勧奨）退職時

特別昇給
その他の加算措置…定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

２９，７６９千円８，５７５千円１人当たり平均支給額
※退職手当の支給率については、経過措置期間が終了する年度（東京都は平成１７年度以降、小平市は平成１８年度以降）のも
のです。
※退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成１６年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

�ラスパイレス指数の状況（平成１６年４月１日現在）
都内２６市平均東京都小平市
１０１．５１０２．９１００．０

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

�定員適正化の数値目標および進ちょく状況など
①定員適正化の目標
　　定員規模の適正化やコスト削減などを計画的に図るため、平成１５年度を初年度とした定
員適正化計画を策定しています。計画では、平成１７年度までに総職員数でおおむね１,０００人
体制（外郭団体などへの派遣職員を除き、実質９８０人体制）を目指しました。

②定員適正化手法の概要
　○定員は業務量の変化に応じて配置し、新たな行政需要には組織の統廃合や事務の効率化
などで生じる人員配置を基本とします。

　○技能系労務職員については、退職者の不補充を基本とし、業務の民間委託化などを図り
ます。

　○窓口サービスや施設管理などの業務には、嘱託職員の活用を図ります。
　○時期的に繁忙期・閑散期の差のある業務には、臨時的任用職員を活用します。

③定員適正化の年次別進ちょく状況の概要

目　　標
（平成１５～１７年度）

平成１７年度
（実　績）

平成１６年度
（実　績）

平成１５年度
（実　績）

平成１４年度
（計画前年度）区　　　分

１９１７１３１７減　員

一般行政部門
１６８６１５増　員
△３△９△７△２差　引
７０７６９２７０１７０８７１０職員数
１３５５１１減　員

特別行政部門
２１増　員
△１１△４△５△１１差　引
２０７１９８２０２２０７２１８職員数
２１３減　員

公営企業等
会計部門

０増　員
△２△１△３差　引
８６８４８５８８８８職員数
３４２３２１２８減　員

合　　計
１８９６１５増　員

△１４△１５△１３差　引
△１６△４２（２６３％）△２８（１７５％）△１３（８１.３％）累　計
１,０００９７４９８８１,００３１,０１６職員数

※計画期間は、平成１５年度から平成１７年度の３年間です。
※（　）内の数値は、目標に対する進ちょく率です。
※各年度とも４月１日現在の職員数です。
※表の職員数は定数を示すもので、実際の配置人数と異なります。

全地域支給対象地域

調整手当
（平成１７年
４月１日現在）

１２％支給率
８７６人支給対象職員数

地域区分により１２％～０％国の制度（支給率）

５５１，９５２円支給対象職員１人当たり
平均支給年額（１６年度決算）

２５２，５６７千円支給総額
平成
１６年度

時間外
勤務手当

２８０千円職員１人当たり
支 給 年 額

２６２，８７３千円支給総額
平成
１５年度 ２８９千円職員１人当たり

支 給 年 額

若年者就職応援セミナー  日程
ところと　き

中央公民館

１２月１６日（金）

１月１３日（金）

２月１７日（金）

３月１７日（金）

※時間はいずれも午前１０時３０分～午後
４時３０分です。


